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広報あぐい　２００６年５月１５日号

平成１７年影響額取　り　組　み内　　　　　　容

０４２件の申請書などの押印省略簡易文書の押印廃止
規制緩和の推進

０省略基準に基づき、公印の押印を省略公印の押印廃止

０
補助金見直し委員会開催、諮問
補助金見直し委員会において各課ヒアリング
答申に基づき、平成１８年度当初予算から補助金削減

単独補助金の見直し補助金などの整理合理化

△３２,００５

水道部と建設部の統合による部１減
総務課・企画課・財政課の統合再編、都市計画課・土木課の統
合、水道課・下水道課の統合による課３減
企画係・電算係の統合、農地係・農政係の統合、工事係・維持
係の統合による係３減

部・課・係の統廃合機能的に展開できる組
織・機構の見直し

△１,２９４嘱託職員４人→５人、臨時職員５人→０人、シルバー人材セン
ターへの委託４人→５人スポーツ村の管理体制

職員配置の見直し
△７,２８９図書館長補佐の嘱託化図書館および給食センターの管理体制

△１５,２１５東部知多衛生組合派遣減、行政職給料表（二）対象職員の臨時職
員化

定員適正化計画の策定・推進
（特に学校事務員・幼稚園バス運転手）定員適正化計画の策定

△２９０課長補佐職を管理職へ移行課長補佐職の管理職移行給与の適正化

０グループウエアの導入検討庁内ＬＡＮの活用
行政の情報化などの推進

９０１情報系端末２４台導入（うち個人所有パソコン１２台排除）計画的なパソコン導入

１,０２６施設予約システム参加負担金公共施設利用申し込みの簡素化行政サービスの向上

０各課ホームページ設置、情報発信、インターネットを利用した、
町民からの意見・要望聴取公表・広聴事業の多角化住民への情報提供

△１６,０４６納期前全納報奨金の交付率０．７％→０．３％納期前全納報奨金の交付率の引き下げ自主財源の確保

５００バランスシートの作成バランスシートの作成予算の厳正な執行

２,８３５１人１事業の事務事業評価試行
施策評価試行行政評価制度の導入経費の節減合理化

０本部会議において要綱（案）再検討中使用料減免措置の廃止
受益者負担の適正化

△６００受講料増額（１日１００円→２００円）教室など受講料の見直し

△６００シルバー作業室の分割共同利用デイサービス活動室の環境改善既存施設の有効利用

０阿久比町公共工事コスト縮減対策に関する行動計画策定委員会
設置要綱の改正新行動計画の策定（コスト縮減）コスト縮減

１,１５７県公共事業支援システム参加負担金電子入札制度の導入適切な入札方式の採用

０引き続き課長補佐への昇格の実施および女性職員の積極的な昇
格に努め、特別昇給の導入を図る※給与水準の是正（ラスパイレス指数）給与の適正化

０阿久比町職員研修規程の充実、自己啓発支援の実施県との人事交流、研修の積極的な参加と民間研
修機関の活用人材の育成確保

０多額の経費を要するが、事務の効率化や住民サービス向上のた
め早期に導入を図る戸籍の電算化

行政の情報化などの推進
０県における「県・市町村共同利用型ＧＩＳ」の計画に参加する土地整理図など地図情報のデジタル化

０老朽園舎については、早急な対策が必要と思われるので、検討
作業に着手する保育園の統廃合の検討公共施設

０３４施設中、老人憩いの家（７）・もちの木園の８件を平成１８年度
から導入予定指定管理者制度の導入検討と行政のスリム化

０
平成１８年度から町内事業所で民間との交流。意識改革、接客サー
ビス向上のため、入庁後２～７年程度の職員対象。派遣人員１
～２人、期間７～１０日程度を予定

職員の意識改革（民間などの人事）交流

０経費節減のための意見収集を定期的に行い、提出された意見は
所管課で検討職員、町民を対象とした経費の節減に関する提案制度、開かれた行政

平成１７年度影響額
△６６,９２０

※給料表については、９級制への移行を目標としていたが、国家公務員の改
正に準拠した町条例改正により、平成１８年４月１日から新給料表（７級
制）に移行（Ｈ１８．３議会議決）

□問い合わせ先
　阿久比町行政改革推進本部事務局
　企画財政課　�（４８）１１１１（内２０４）
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（単位：千円）


